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安定化シナリオとピーク年

「大気中の温室効果ガス濃度安
定化のためには、 21世紀中盤ま

でに、世界全体の温室効果ガス
の排出量を相当低いレベル、す
なわち、2000年時点の半分より

さらに低い水準まで削減しなけれ
ばならない」

「温室効果ガス排出量は今後10
～15年以内にピークを迎えなけ

ればならない（＝それ以降は削
減傾向に転じさせる）」

（2007年5月国連気候変動枠組

条約補助機関会合次期目標作
業部会ラウンドテーブル報告合
意文書より引用）
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附属書I国の2030年迄の緩和ポテンシャル

「2012年以降、附属書一国に於いては1990年レベルから25～40％の排出量削減が必要」
（2007年5月合意された国連気候変動枠組条約補助機関会合・次期目標に関する作業部
会ラウンドテーブル報告文書より引用）

ＩＰＣＣ第四次評価報告第三作業部会報告
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2030年迄の部門別緩和ポテンシャル

ＩＰＣＣ第四次評価報告第三作業部会より
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部門別緩和施策の例一覧（１）

ＩＰＣＣ第四次評価報告第三作業部会より




